
平成２２年４月２６日

企業立地促進法に基づく地域産業活性化計画（基本計画）の

同意について

「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する

法律」に関して、関東経済産業局管内では、新たに「首都圏西部地域広域基本

計画」について、埼玉県、東京都、神奈川県ほか関係自治体から協議があり、

本日、同意されました。

本計画は、埼玉県、東京都、神奈川県の１都２県に跨る広域の基本計画であ

り、当局管内では２番目となる都県を越境した基本計画です。

なお、今回の同意により、平成１９年６月１１日の同法施行以降、当局管内

の基本計画策定数は５３計画となりました。（全国では１７７計画）

１．本法律は、企業立地の促進等による産業集積の形成及び活性化に関する地

方公共団体による主体的かつ計画的な取組を支援するための措置を講ずるこ

とにより、地域経済の自立的発展の基盤の強化を図るとの趣旨の下、制定さ

れたものです。

これまで、本法律に基づき、関東経済産業局管内では５２の基本計画が同

意され（全国では１７６計画）、法目的である「産業集積の形成及び活性化」

を通じた地域経済の活性化が図られてきたところです。

２．企業の経済活動が既存の行政区域を超えて行われている中、企業活動の実

態に即した広域的な視野に立った産業振興への取組が益々重要です。このた

め、これまでの企業誘致に加えて、地域における産学官ネットワークの形成

や、イノベーションの創出など産業クラスター政策の手法を活用した内発的

な産業振興に今まで以上に注力していくことが必要です。

このため、国は、都県を越境して広域で基本計画を策定した地域に対し、

各地域が単独では取り組むことが難しいより広域での産業振興施策について

も、企業立地促進法に基づく支援を強化します。

３．今回同意された「首都圏西部地域広域基本計画」は、埼玉県南西部地域か

ら、東京都多摩地域、神奈川県県央部地域に跨る計画であり、この地域には、

電気・電子機械、輸送機械、精密機械などの製品開発型企業群のほか、多く

の大学や大手企業等の研究機関が集積しています。



本計画では、これらの恵まれた地域ポテンシャルを活かし、今後、「自動車

関連産業」と「電気・電子関連産業、計測分析器等精密機械関連産業」の業

種に関して、産学官ネットワークの強化、新事業創出支援や研究開発支援、

国内外に向けた販路開拓支援などに広域的に取り組み、イノベーションの創

出を図り、新たな需要を生み出すことが可能な世界有数の先端ものづくり地

域の形成を目指します。

特に、低炭素社会や循環型社会の実現、環境負荷低減等、「環境分野」に対

する取り組みに重点を置くことにより、環境と調和し環境と共生する、先進

的で世界的競争力のあるものづくり産業の集積を推進します。

また、製造品出荷額では約５兆円の増加を、雇用面では、新たに約９，０

００人程度の雇用創出を目指すこととしています。

４．なお、今回の「首都圏西部地域広域基本計画」の同意に併せ、以下により

埼玉県、東京都、神奈川県の代表者に対し、関東経済産業局長から同意書の

手交を行いますので、併せてご案内いたします。

○「首都圏西部地域広域基本計画」同意書交付式

（ 日時 ） 平成２２年４月２７日（火）１１時～

（ 場所 ） 東京都庁 第一本庁舎３０階 産業労働局長室

（添付資料）

○首都圏西部地域広域基本計画の概要

【お問い合わせ先】

関東経済産業局地域経済課産業立地室

担当者：矢部、山中

電 話：０４８－６００－０２７２（直通）
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